
：県民経済計算年報（平成１７年度 ， 及び ：商業統計表（平成１７4 県内総生産 小売業販売額 卸売業販売額）

年 ， ：工業統計〔従業者４人以上の事業所 （平成１９年）） 〕製造品出荷額
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第３章 知的財産をとりまく本県の現状

１ 県内経済の状況

（１）商工業の概要

本県の経済指標を東北６県に占める割合で比較すると，県内総生産が２５.

８％，小売業年間販売額が２６.１％，卸売業年間販売額が４６.８％を占めて

東北の商業・流通の中心であるのに対し，製造品出荷額は福島県の３２.７％

を下回る１８.８％となっており，工業よりも商業優位な状況にある 。4

全国の都道府県順位で見ると，人口，県内

総生産は１５位なのに対し，小売業販売額に

卸売業販売額を加えた商業販売額は１０兆

６,０１４億円で１２位であり，製造業出荷

額は３兆５,５１６億円で２７位となってい

る。

青森県,

8.7%

青森県

10.8%

青森県

14.9%

青森県

12.9%

岩手県,

14.0%

岩手県

10.8%

岩手県

13.6%

岩手県

13.9%

宮城県

46 .8%

宮城県

18 .8%

宮城県

26 .1%

宮城県

25 .8%

秋田県,

8.8%

秋田県

7.7%

秋田県

11.8%

秋田県

11.2%

山形県,

17.0%

山形県

8.6%

山形県

12.6%

山形県

12.5%

福島県

15.3%

福島県,

32.7%

福島県

21.0%

福島県

23.7%
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宮城県の都道府県順位

製造業出荷額
２７位

商業販売額
１２位

県内総生産
１５位都道府県人口

１５位

５位

１０位

１５位

２０位

２５位

３０位



平成１９年農林水産統計5

平成１９年農林水産統計6
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（２）農業の概要

本県の平成１９年の産出額 は，１,８３２億円と全国第１９位であり，その
5

４３.３％を米（ひとめぼれ，ササニシキ等）が占め，野菜（いちご，きゅう

り，ほうれんそう，ネギ，トマト等）が１４.９％で，花き（きく，ばら，カ

ーネーション等）や果実（りんご，なし等）の割合はそれぞれ２.３％，１.３

％と低い。また，畜産が３５.５％を占めている。

区分別産出額と全国順位

（３）林業の概要

本県の平成１９年の産出額 は，９０.３億円と全国第１５位にあり，その
6

５４.６％を木材生産（スギ，ヒノキ等）が占め，栽培きのこ類（シイタケ，

ナメコ等）が４４.６％となっており，この２区分で９９.２％と大部分を占め

ている。

区分別産出額

農業産出額種目別構成比(平成19年）

米, 43.3%

野菜, 14.9%
花き, 2.3%

果実, 1.3%

畜産, 35.5%

その他, 2.7% 産出額 全国順位
７９４億円 ７位

野菜 ２７３億円 ２８位
花き ４３億円 ２８位
果実 ２３億円 ４２位

６５１億円 １２位
４８億円

１,８３２億円 １９位
その他
合　計

区　分
米

園芸

畜産

林野産出額部門別構成比(平成19年）

木材生産,

54.6%

栽培きのこ

類, 44.6%

林野副産物

採種, 0.2%

薪炭生産,

0.6%

部門 産出額
木材生産 ４９.３億円
薪炭生産 ０.６億円

栽培きのこ類 ４０.３億円
林野副産物採種 ０.１億円

合計 ９０.３億円



平成１９年農林水産統計7

- 16 -

（４）水産業の概要

平成１９年の海面漁業と海面養殖業の産出額合計 は８０８億円と全国第５7

位であり，その７０.８％を海面漁業（まぐろ類，かつお，さんま，かじき類

等）が占め，海面養殖業（かき，のり，ほたてがい，わかめ等）が２９．２％

を占めている。

区分別産出額と全国順位

区　分 産出額 全国順位
海面漁業 ５７２億円 ４位
海面養殖業 ２３６億円 ７位

合　計 ８０８億円 ５位

水産業区分別構成比(平成19年）

海面漁業,

70.8%

海面養殖業,

29.2%



特許，実用新案，意匠，商標のデータは，特許庁「特許行政年次報告書」各年版による。8

東北経済産業局特許室調べ。9
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8
２ 本県の知的財産の出願登録状況

（１）特許

本県の特許の出願及び登録件数は，おおむね２０位前後で推移しており，全

国中位にある。なお，平成１９年の全国の特許出願数は396,291件で，本県の

割合は０.３％である。

順 本県出願法人件数また，平成１９年中に特許出願
出 願 者

位 全体に占める割合された本県出願法人の数は２８０

1 ＮＥＣトーキン株式会社 11.3%法人であり，そのうち特許出願件

2 国立大学法人東北大学 22.9%数の多い上位１０法人は右表のと

3 東北リコー株式会社おりとなっている。
9

4 アイリスオーヤマ株式会社

25.3%
5 株式会社仙台ニコン

5 株式会社東北テクノアーチ

7 株式会社日本セラテック

7 株式会社イデアルスター

9 ワイズ・ソリューション株式会社

9 株式会社エコ・パワー

特許出願数と登録件数

1412

1381

1570

1108

1220

431
369339368409

0件
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400件
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800件
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1400件

1600件

1800件

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

出願件数

登録件数

特許出願数と登録数の都道府県順位

17

20

17

2019

19

21 21 21 21

16位

18位

20位

22位

24位
平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

出願数順位

登録数順位
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（２）実用新案

本県の実用新案権の出願及び登録件数は，年によって変動はあるが，全国順

位は特許よりも上位の傾向にある。なお，平成１９年の全国の実用新案出願数

は10,315件で，本県の割合は１.０％である。

（３）意匠

本県の意匠の出願及び登録件数は，平成１５年をピークに件数，都道府県順

位とも年々低下の傾向にある。なお，平成１９年の全国の意匠出願数は

36,544件で，本県の割合は０.４％である。

実用新案出願数と登録件数

92

106

143

61

83

71
67

134
111

98
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140件
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平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

出願件数

登録件数

実用新案出願数と登録数の都道府県順位
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17
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1414
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12位

14位

16位
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出願数順位
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意匠出願数と登録件数

153 148

154

277

377

342
284

195

113 119
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登録数順位



http://www.hinsyu.maff.go.jp/10 品種登録のホームページ
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（４）商標（地域団体商標）

本県の商標出願数，登録件数及び都道府県順位は年ごとに変動している。な

お，平成１９年の全国の商標出願数は143,221件で，本県の割合は０.４％であ

る。

また，平成１８年４月から導入された地域団体商標（地域ブランド）につい

ては，全国で４１１件（平成２１年１月現在）の登録があり，うち本県の登録

件数は下記の４件で，全体の１．０％である。

（本県における地域団体商標の登録状況）

商標（よみがな） 出願人

宮城県味噌醤油工業協同組合仙台味噌（せんだいみそ）

宮城県味噌醤油工業協同組合仙台みそ（せんだいみそ）

全国農業協同組合連合会仙台牛（せんだいぎゅう）

全国農業協同組合連合会仙台黒毛和牛（せんだいくろげわぎゅう）

（５）植物新品種

農林水産省の品種登録のホームページ で検索したところ，平成２１年１月10

９日までに登録された１７,２４２品種のうち，登録権者が宮城県内のものは

９８品種で，全体の０.６％である。

商標出願数と登録件数
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宮城県工場通覧（宮城県産業経済部発行）に掲載されている企業のうち，県内本社の11 アンケート調査の概要

企業に対して調査を実施（平成１７年度 。８４０社に対して調査票を送付し，３００社（３５.７％）から回答）

を得た。
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３ 県内企業における知的財産の状況と課題（企業アンケートの概要）

県内企業における知的財産の現状を把握するため，県内製造業の知的財産につ

いての取組みの現状や課題等についてアンケート調査を行った 。以下はその概11

要である。

（１）知的財産に関する関心度と出願・保有状況

① 知的財産に対する関心度と経営戦略上の重要度

・ 知的財産に対する関心度と経営戦略上の重要度については，大変関心がある

と回答した企業が１６.３％，大変重要であると回答した企業が２２.７％と関

心度よりも重要度の方が高く，重要度は認識しつつも，自らの関心がそれより

も低いことを示している。

・ なお，人数規模別に見ると，重要度以上に関心度が高いのは３０１人以上の

企業のみである。また，１００人以下の企業の関心度は１０％前半と低く，重

要度より５～２０ポイント低くなっている。

大変関心がある

 16.3%

大変重要である

 22.7%

ある程度関心がある

 48.3%

ある程度重要である

 43.3%

あまり関心がない

 28.0%

あまり重要でない

 27.3%

全く関心がない

7.3%

全く重要でない

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知的財産に対する関心

経営戦略上の位置付け

知的財産に大変関心があると回答した企業と，経営戦略上大変重要であると回答した企業の比率

（従業員規模ごと）

13.3%

15.5%

12.8%

13.3%

25.6%

30.0%

23.3%

23.9%

19.1%

17.8%

32.5%

25.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

１０人以下

１１～２０人

２１～５０人

５１～１００人

１０１～３００人

３０１人以上

知的財産に大
変関心がある

知的財産は経
営戦略上大変
重要である
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② 知的財産の保有状況

・ 回答企業の国内の知的財産の保有状況はいずれも低水準にあるが，商標を保

有しているのが１８.７％と最も高く，次いで特許の１２.７％である。

・ また，海外の知的財産を保有している企業はさらに少なくなっている。

・ なお，保有企業に出願のみを有する企業を加えても多少の上乗せとなる程度

である。

知的財産の保有状況（国内）

12.7%

6.0%

5.7%

18.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

特許

実用新案

意匠

商標

知的財産の保有状況（海外）
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0.0%

0.3%

2.7%
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特許
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商標

知的財産の保有又は出願企業（国内）

17.0%

8.0%

6.0%

20.0%
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特許

実用新案

意匠

商標

知的財産の保有又は出願企業（海外）

5.0%

0.3%

0.3%

3.0%
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特許

実用新案

意匠

商標
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， ，・ 国内の知的財産の出願又は保有の状況を見ると 産業種別ごとに特色があり

基礎素材型では特許と商標が同程度なのに対し，加工組立型では特許が重視さ

れ，生活関連型では商標が重視されており，さらに，生活関連型でも食料品に

限ると特許と商標が同等に重視されている。また，実用新案や意匠は基礎素材

型や加工組立型で比較的活用されている傾向にある。

：パルプ・紙，金属製品，窯業・土石，化学，プラスチック，鉄鋼，非鉄金属，基礎素材型

木材・木製品，ゴム製品，石油・石炭

：電子部品，電気機械，一般機械，輸送用機械，情報通信機器，精密機械加工組立型

：食料品，飲料・たばこ，印刷，衣服，家具・装備品，繊維，皮革製品，その他生活関連型

産業類型別の知的財産出願又は保有企業（国内）

18.4%

26.6%

10.4%

13.4%

8.0%

8.9%

4.5%

0.0%

6.9%

8.9%

3.7%

4.5%

16.1%

10.1%

28.4%

13.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

基礎素材型（８７）

加工組立型（７９）

生活関連型（１３４）

※生活関連型のうち

食料品（６７）

特許

実用新案

意匠

商標

（　）は回答者数
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・ 従業員規模別に国内の知的財産の出願又は保有の状況を見ると，人数規模の

大きい企業ほど割合が高くなっており，特に特許は１０１人以上で，商標は

３０１人以上で大きく割合が上昇している。また，３０１人以上の企業では実

用新案や意匠の割合も高く，これらの権利を巧みに活用している。

従業員規模別の知的財産出願又は保有企業（国内）

10.0%

9.9%

8.5%

17.8%

40.0%

45.0%

10.0%

4.2%

3.2%

8.9%

2.5%

30.0%

0.0%

1.4%

4.3%

6.7%

7.5%

35.0%

10.0%

7.0%

18.1%

22.2%

32.5%

60.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１０人以下（３０）

１１～２０人（７１）

２１～５０人（９４）

５１～１００人（４５）

１０１～３００人（４０）

３０１人以上（２０）

特許

実用新案

意匠

商標

（　）は回答者数
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・ 国内特許と国内意匠の保有件数については，１件のみの企業が最も多く，次

いで５件以下となっており，保有件数が僅少の企業が大部分である。

・ 国内商標については，２～５件保有の企業が最も多く，次いで１件となって

おり，やはり保有件数が僅少の企業が大部分である。

特許保有件数

13

12

4

7

1

0

1

0 2社 4社 6社 8社 10社 12社 14社

１件

２～５件

６～１０件

１１～５０件

５１～１００件

１０１～５００件

５０１件～

意匠保有件数

7

5

2

1

1

1

0 1社 2社 3社 4社 5社 6社 7社 8社

１件

２～５件

６～１０件

１１～５０件

５１～１００件

１０１件～

商標保有件数

15

8

6

0

3

24

0 5社 10社 15社 20社 25社 30社

１件

２～５件

６～１０件

１１～５０件

５１～１００件

１０１件～
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（２）知的財産に関する体制と研究開発

① 知的財産に関する組織について

・ 知的財産に関する組織については，何らかの体制をとっている企業は３９.

０％であり，専門組織や専任担当者ありとする企業は７.０％であり，従業員

規模が小さいほど組織体制を整えている企業は少ない。

② 研究開発体制について

・ 研究開発体制についても，７２.３％の企業が「研究開発部門がない」と回

答しており，研究開発型の企業が大変少ない現状にある。

研究開発体制と知財創出

体制があり知財創出, 25.0%

体制があり知財創出, 50.0%

体制があるが知財まで手が回ら

ない, 32.5%

研究開発部門がない, 90.0%

研究開発部門がない, 84.5%

研究開発部門がない, 79.8%

研究開発部門がない, 71.1%

研究開発部門がない, 40.0%

研究開発部門がない, 35.0%

研究開発部門がない, 72.3%

その他, 0.0%
0.0%

7.0%

3.2%

4.4%

10.0%

10.0%

5.6%

13.8%

15.3%

15.0%

体制があるが知財まで

手が回らない, 22.2%

その他

2.3%

その他

2.5%

その他

2.2%

その他

3.2%

その他

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１０人以下（３０）

１１～２０人（７１）

２１～５０人（９４）

５１～１００人（４５）

１０１～３００人（４０）

３０１人以上（２０）

全体（３００）

知的財産に関する組織

専任担当者有, 25.0%

経営幹部担当, 20.2%

経営幹部担当, 20.0%

他部門兼務, 42.5%

他部門兼務, 30.0%

いずれもいない, 80.0%

いずれもいない, 74.6%

いずれもいない, 66.0%

いずれもいない, 55.6%

いずれもいない, 35.0%

いずれもいない, 20.0%

いずれもいない, 60.7%

2.5%

1.3%

専門組織有

15.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

6.7%

10.0%

5.7%

3.2%

1.4%

3.3%

経営幹部担当

16.0%

10.0%

10.0%

経営幹部担当

14.1%

経営幹部担当

13.3%

他部門兼務

16.0%

他部門兼務

10.6%

8.5%

3.3%

他部門兼務

17.8%

その他

1.4%

その他

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１０人以下（３０）

１１～２０人（７１）

２１～５０人（９４）

５１～１００人（４５）

１０１～３００人（４０）

３０１人以上（２０）

全体（３００）
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③ 産学官連携の取組みについて

・ 産学官連携の経験がある企業は１７.３％であるが，今後行いたいという企

業も２２.３％あり，合わせて３９.６％が産学官連携への関心を有している。

・ また，特許出願又は保有している企業では５２.９％が経験があり，今後行

いたいという企業も２５.５％で，合わせて７８.４％が産学官連携への関心を

有しており，企業の特許出願・取得に対し産学官連携が大きな役割を果たして

いることを示している。

④ 産業技術総合センターの活用について

・ 県の産業技術総合センターの活用（技術支援，技術相談，共同研究など）の

経験のある企業は２０.０％であるが，今後行いたいという企業も２２.７％あ

り，合わせて４２.７％が産業技術総合センターの活用に関心を有している。

・ また，特許出願又は保有している企業では５４.９％が経験があり，今後行

いたいという企業も２１.６％で，合わせて７６.５％がセンター活用への関心

を有しており，企業の特許出願・取得に対し産業技術総合センターが大きな役

割を果たしていることを示している。

産学官連携の取り組みについて

産学官連携の経験

がある 52.9%

産学官連携の

経験がある

17.3%

産学官連携の経験は

ないが今後行いたい

22.3%

産学官連携の経験は

ないが今後行いたい

 25.5%

産学官連携の経験

はない 21.6%

産学官連携の経験

はない 58.0% その他 2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全  体

特許出願・保有企業

産業技術総合センターの活用について

活用の経験がある

54.9%

活用の経験がある,

20.0%

活用の経験はないが

今後行いたい 21.6%

活用の経験はないが

今後行いたい  22.7%

活用の経験はない

23.5%

活用の経験はない

55.7%
その他, 1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全  体

特許出願・保有企業
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⑤ 知的財産の許諾（ライセンス）による導入について

・ 導入実績があるのが１１.３％，導入の意向があるのが９.３％なのに対し，

導入の必要はないが４３.３％となっている。なお，自社開発の方針のため導

入の考えがないが３１.３％である。

⑥ 他社への知的財産の許諾（ライセンス）について

・ 他社への許諾（ライセンス）については，知的財産を有していない企業を除

， （ ） （ ） （ ）くと 許諾実績がある ７.７％ と許諾可能 ９.０％ の合計 １６.７％

と，許諾を行わない方針（１６.０％）とがほぼ同数となっており，企業の方

針が２分している。

他社への知的財産の許諾（ライセンス）について

その他

3.0%

知的財産を有し

ていない

64.3%

他社への知的

財産の許諾は

行わない方針

16.0%

許諾実績はな

いが他社に許

諾可能な知的

財産がある

9.0%

すでに他社に許

諾している知的

財産がある

7.7%

他社の知的財産の許諾（ライセンス）による導入について

その他

4.7%

知的財産の導入

は必要ない

43.3%

自社開発の方針

のため導入の考

えはない

31.3%

導入実績はない

が導入したい他

社の知的財産が

ある

9.3%

すでに他社の知

的財産の導入実

績がある

11.3%
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（３）知的財産への取組みの課題

① 知的財産への取組みに当たっての課題

・ 知的財産への取組みに当たって企業で特に課題となっている点について複数

回答で質問したところ 「社内に知的財産に詳しい人材がいない」が４６.３，

％で最も多く，次いで「知的財産担当の人材を配置する余裕がない」が４３.

０％で，知的財産に詳しい人材の不足が最も大きな課題となっており，さらに

「社内に研究開発部門を設ける余裕がない」が４１.３％で，自社の技術開発

体制の強化が課題となっている。

知的財産への取組みに当たっての課題

46.3%

43.0%

41.3%

26.0%

23.7%

23.7%

20.7%

16.7%

16.3%

14.0%

12.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

社内に知的財産に詳しい人材がいない

知的財産担当の人材を配置する余裕がない

社内に研究開発部門を設ける余裕がない

知的財産に関して十分な技術調査を行うことが困難

知的財産戦略を活用した経営戦略をどのように
推進したらよいかよく分らない

研究開発資金の確保が困難

知的財産について指導・助言が得られる外部の

専門家についての情報がない

権利侵害などに対して十分な取組みが困難

大学・研究機関などで適切な共同研究相手が
見つからない

特許等の知的財産を取得する費用の確保が困難

未利用特許のあっせん，紹介の十分な情報がない
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② 知的財産への取組みのために特に必要な支援

・ 企業の知的財産の創造・保護・活用のために特に必要な支援について，最大

５つまでの複数回答で質問したところ 「知的財産に関する研修やセミナーの，

開催」が３１.０％と最も多く，次いで「自社技術を高度化するための技術支

援」が２８.７％となっており，知的財産に関する基本的な知識の習得と，企

業への技術支援が特に求められている。

また，３番目に多い相談・指導の実施と，４番目に多い各種相談窓口の充実

は，いずれも知的財産に関する相談・指導に対する要望であることを考慮する

と，企業にとって利用しやすい相談・指導に対する要望も非常に高いことを示

している。

知的財産への取組みのために特に必要な支援

31.0%

28.7%

26.0%

26.0%

21.0%

14.0%

14.0%

12.7%

9.3%

8.0%

7.7%

7.7%

5.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

知的財産に関する研修やセミナーの開催

自社技術を高度化するための技術支援

知的財産に関する相談・指導の実施

知的財産に関する各種相談窓口の充実

特許出願に関する費用の助成（補助金等）

大学や公設研究機関との共同研究

知的財産を活用した事業化への専門アドバイス

知的財産に強い専門人材の派遣

弁理士や弁護士に関する情報

大学や公設研究機関からの技術移転

未利用特許のあっせん，紹介

権利侵害に対する支援

特許出願等に関する費用の融資
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４ 本県の知的財産推進における課題

（１）本県の知的財産権のシェアの低位と大企業等の寡占

本県の知的財産の出願・取得の全国に占める割合は，実用新案，意匠及び商

標は０.４～１.０％でしかない。さらに本県の経済構造は工業よりも商業優位

であることを反映してか，特許においてはさらに低く，全国の０.３％を占め

るにとどまっている。

これを特許の出願者で見ると，出願数上位１０者によって全体の約４分の１

を占めており，大企業や地元有力企業，大学関係が寡占している状況となって

いる。

（２）県内中小企業の知的財産に対する関心の低さ

企業アンケートによると知的財産権について「大変関心がある」と回答した

企業が１６.３％，経営戦略上の位置付けとして「大変重要である」と回答し

た企業が２２.７％と低く，特に従業員数１００人以下の企業において知的財

産に対する関心が低い状況にある。

（３）県内中小企業の知的財産への戦略的取組みの遅れ

企業アンケートによると知的財産を有している企業の保有件数は１件又は２

～５件が大半を占めており，戦略的に知的財産の取得や活用に取り組んでいる

中小企業は極めて少ない状況にある。

（４）県内中小企業の知的財産に関する体制や人材の不足

企業アンケートによると「知的財産に関する組織もなく担当者もいない」と

回答した企業が６０.７％，さらに「社内に知的財産に詳しい人材がいない」

と回答した企業が４６.３％ 「知的財産担当の人材を配置する余裕がない」，

， 。と回答した企業が４３.０％と 知的財産に関する体制や人材が不足している

（５）研究開発体制の未整備

企業アンケートによると７２.３％の企業が「研究開発部門はない」と回答

しており，また，４１.３％の企業が「社内に研究開発部門を設ける余裕がな

い」と回答している。また，特許を出願又は保有している企業の半数以上が，

産学官連携や産業技術総合センターの活用経験があることから，その活用をさ

らに推進していく必要がある。
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（６）県産品のブランド化と知的財産の活用の重要性

地域の商品やサービスを「ブランド化」しようとする取組みが全国的に盛ん

になってきており産地間競争が激化する中にあって，本県の産品やサービスを

競争力のあるものにするには高品質化，高付加価値化や，マーケティング戦略

などを通じて「ブランド化」を一層推進していくとともに，それを商標やその

他の知的財産を適切に活用することによって 「ブランド」を保護していくこ，

とが重要である。

（７）海外でのビジネス展開を踏まえた知的財産の保護の重要性

近年，経済のグローバル化がますます進展し，国内だけでなく海外において

もビジネス展開を図る企業が増加する中で，海外での模倣品の横行や，第三者

による商標出願登録を防止するためには，海外における知的財産権の保護に対

する理解が不可欠であり，海外においても各国の制度に応じて知的財産を適切

に保護していく必要性が高まっている。


